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ペンシルヴェニア・ルールと COGSAの下での立証責任原則
一米国第5巡回区における共同海損事案を中心としてー
松田忠大
The Pennsylvania rule and the burden of proof structure under COGSA 
-Focusing on the cases in the Fifth Circuit of the United States concerning to general average・
Tadahiro MATSUDA 
The rule of Pennsylvania was established in the case of The Pennsylvania (86 U.S. 125). It arises a presumption of 
causation between the violation of the statutes and collision. Under the rule， the burden rests upon the ship of showing not 
merely that her fault might not have been one of the causes， orthat it probably was not， but it could not have been. Almost al 
of the circuits in the United States have continued to apply this rule in spite of the abolishment of the equal division damage 
rule in U.S. Supreme Court's decision in 1975. Furthermore， it also has applied to other fields than collision cases. This study 
has tried to analyze whether the Pennsylvania rule could be applied泊 thegeneral average cases that inco叩oratedthe 
provisions of COGSA by New Jason Clause， then reaching to a conclusion that if it could be understood that the carrier's 
duty to provide a seaworthy vessel arose 台omthe contract of carriage between carrier and cargo， the application of the 
Pennsylvania Rule in such cases would be denied. 
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1.はじめに
ペンシルヴェニア・ルールは、本来、自ら明白衝突事件に
おいて、法令違反を犯した船舶はその違反が決して衝突
の原因とはなりえなかったということを立証しない限り、
法令違反と衝突との聞の因果関係が肯定され、衝突から
生じた損害賠償責任を免れないとする推定原則であるに
この推定原則は米国特異の法理であり、これまでに多岐
にわたる法律問題の提起やその存在意義をめぐる論争が
繰り広げられてきた。
1975年のU凶tedStates v. Reliable Transferω.，INC事件
連邦最高裁判所判決(本稿では、以下、単に Reliable
Transfer事件判決という)2によって、従来の損害平分原
則を廃し、 1910年衝突条約3におけると同様に、比較過
失原則を採用した後もペンシルヴェニア・ルールの存在
は裁判所によって承認されているが、海上衝突法の国際
的統一を阻害している要因の一つであるとの観点から、
米国の学説の多く、あるいは裁判所までもその廃止をさ
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らに強く唱える状況にある。このような学説の批判にさ
らされながらも、米国においては、ペンシルヴェニア・
ルールは、後に述べるように、多くの下級裁判所によっ
て極めて多数かつ多様な事件に適用されつづけているの
が現状である。
そのような状況の下、最近では、共同海損において、
New Jason Clau田に基づき、∞GSAの下で堪航能力担保
義務について運送人の免責が認められるか否かを決する
場合の立証責任原則に関して、ペンシルヴェニア・ルー
ルの適用が問題とされてきている。この点を考察するに
は、本来ならば、相当広範囲にわたる事案の検討が必要
ではあるが、本稿においては、第5巡回連邦控訴裁判所
管轄の事案を中心に、そこで引用された他の巡回区事案
を含めて、この場合の立証責任原則を明らかにし、その
判例理論を整理した上で、 COGSAが摂取される共同海
損の領域にペンシルヴェニア・ルールに基づく立証責任
原則が適用されるかどうかについての考察を試みようと
思う。
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2.ペンシルヴェニア・ルールとCOGSA
( 1) Reliable Transfer事件連邦最高裁判決のペンシル・
ヴェニア・ルール対する影響
ペンシルヴェニア・ルールは、ペンシルヴェニア号事
件連邦最高裁判決4において確立された法理である。連邦
最高裁判所は、この法理について次のように述べている。
「衝突の当時、一方の船舶に衝突を回避するための法令
違反があった場合、原因が一つでなければ、当該法令違
反は、衝突に寄与した原因の一つであるとするのが合理
的な推定である。そのような場合、法令違反のあった船
舶に負わされる立証責任は、単に、当該法令違反は衝突
の原因の一つで、はなかったで、あろう、あるいは、おそら
く原因ではなかったであろうということを証明すること
ではなく、それは決して衝突の原因とはなり得なかった
ということを証明することである。そのような原則は、
法令を遵守させるために必要なのである¥Jすなわち、
ペンシルヴェニア・ルールは、自七明白の衝突が生じた場合
において、海上衝突を回避する目的を有する法令違反の
あった船舶は、その法令違反が決して海上衝突の原因と
はなり得なかったことの証明に成功しない限り、生じた
損害を負担するという原則である。この原則は一見、法
令違反を犯した船舶に損害についての責任を決定付ける
原則のように見えるが、法的性質は立証責任転換原則と
解され、その目的は航行規則を遵守させるために特に重
要であるとされてきた60
1975年のいわゆる ReliableTransfer事件連邦最高裁判
所判決によって、海上衝突事件について比較過失原則が
導入されるまで、米国においては、当事者間の損害分配
に関し損害平分原則(Equaldivision damage rule)が採用
されていた。その損害平分原則の下では、ペンシルヴェ
ニア・ルールの実際の運用は、 major-minorfa叫truleと同
様に損害平分原則を緩和する機能を有し、その適用によ
って損害平分原則が緩和されるとの見解も存在したが7、
ペンシルヴェニア・ルールが厳格な因果関係の推定を生
み出し、粗雑な結果を生じることから(例えば、軽微な
法令違反があった船船でさえも、ペンシルヴ、エニア・ル
ールの下での立証責任が果たせなければ、 50%の損害を
負担しなければならないことになる)、それに対する批判
は、増加の一途をたどることになったえ例えば、 Gri血n
は、ペンシルヴェニア・ルールは、その文言に∞叫dが
用いられたことにより、より厳格さが増し、法令違反と
結果との間の結びつきが強く推測され、船舶が責任を負
わなければならなくなるのであると述べ9、ペンシルヴェ
ニア・ルールのあり方に疑問を投げかけた。このような
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批判を受け、次第に、海上衝突事件においては、 lastclear
chance rule、thedoctrine of e紅白血 ex悦 mis、major-minor
fault ruleなどが適用され10、あるいは、各巡回区が、独自
にペンシルヴェニア・ルール自体の解釈を変更すること
により 11、その厳格さは緩和される傾向にあった。
1975年、 ReliableTransfer事件判決が、従来の損害平分
原則を廃止し、比較過失原則を採用することを明らかに
したことことから、ごく少数の下級裁判所においては、
ペンシルヴェニア・ルールも損害平分原則とともに廃止
されたとする判決も現われたが12、多くの事案からも明
らかであるように13、この判決以降も、多くの連邦控訴
裁判所は、 ReliableTransfer事件判決は損害平分原則のみ
を廃止し、ペンシルヴェニア・ルールには何ら影響を与
えていないと理解し、それに基づく立証責任原則を多く
の海事事件に適用しているのが現状である。これは多く
の学者による判例研究を通しても明らかとなっている140
加えて、ペンシルヴェニア・ルールはその適用を否定さ
れるどころか、裁判所によって、例えば、座礁事件、橋
脚など、の海上構造物への鮎湘の衝突、海底に埋設された
パイプラインへの衝突なと、の鮎淵の衝突を含まない事案
へも拡張されて適用されてきていることも窺える150
(2)米国法共同海損法と NewJason Oause 
共同海損における諸権利は制定法上生じたものではな
く、ロード海法やオレロン海法に基礎を置く海法の一般
原則から生じた産物であるとされ16、また、共同海損に
よって生じた犠牲、費用の分担の基礎は、契約から生じ
るものではなく、自然法に基づく純然たる命令 (plain
dictates)であるとも論じられている17。共同海損は「差
し迫った危険から払澗上の財産および生命を保全するた
め払湘の一部または積荷についてなされた犠牲のために
生じた損失を補填するためになされる海上冒険における
すべての当事者による分配である」と定義され18、1850
年のBarnard双 Ad組凶事件判決における米国連邦最高裁
判所は、共同海損の要件として「第一に、共同の危険が
生じたことである。この危険は、鮎湘、積荷、船員など
すべての海上冒険の参加者について生じ、残部を救うた
めに故意に全体の一部に損失を生じることによらなけれ
ば明らかに不可避的なものであることを要する。第二に、
このような明白な危険を避けるために共同財産の故意に
基づく投荷が行われなければならない。すなわち、危険
を全体からある特定の部分に移すということである。第
三に、明白な共同の危険を回避するためにとられたこの
ような行為によって、危険が回避されなければならなしリ
ことを挙げた190
ペンシルヴ、エニア・ルールと COGSAの下での立証責任原則
共同海損の成立要件に関しては、利害関係人の過失に
よって共同の危険が生じた場合に共同海損が成立するか
どうかの問題を生じる。わが商法においては、 788条
2項が「前項ノ規定ハ、危険カ過失ニ因リテ生シタル場
合ニ於イテ、利害関係人ノ過失者ニ対スル求償ヲ妨ケス」
と規定しているが、その解釈をめぐっては、従来から議
論が展開されてきたが、わが国の多数説は、過失者が被
害者であるときも、共同海損は成立し分担義務者が分担
義務と過失者に対する求償権とを相殺し得るにとどまる
と解する20。これに対して、小町谷博士は、運送人が船
員の過失につき責任を負わない旨の特約をした場合には、
これに基づき運送人は責任を負わないのであるから、運
送人は他の利害関係人に対して共同海損分担請求をなし
得ると解し、法律により当然の免責が運送人に認められ
ている場合には、その趣旨から共同海損についても運送
人の責任を生じる余地はないから、共同海損分担請求権
は認められると解している210
この点、米国においては、一般原則として、当事者の
過失によって危険が惹起された場合、共同海損は成立し
ない、換言すれば、過失ある当事者からの共同海損分担
請求権は認められないとされている竺米国法がこのよ
うに理解している根拠は、運送人の負担する責任と共同
海損の性質にあるとされ、共同海損を惹起させた不法行
為者たる運送人が利害関係者に対して自己の被った損害
および費用につき償還請求権を認めることは、不法行為
を全く否認し、その本旨を湖lするとともに、衡平の原
則にも反し、運送人の損害および費用について償還請求
を認めるのは、海損の根本条件である犠牲処分はすべて
の者の共同利益のために為されたることを要すというこ
とに適合しないからであるとされているお。しかし、ハ
ータ一法成立以来、一般に、その規定する運送人の免責
事由は、共同海損にも利用でき、共同海損の分担請求を
なし得ると考えられていた。ところが、いわゆる 1896
年のIrrawady号事件却において、連邦最高裁判所はハー
タ一法によって定められた航海過失免責は法律上当然に
は共同海損には適用されないとの結論に至ったため、実
務上、ハータ一法に基づく免責事由を共同海損に適用す
べく特約を運送契約に挿入することとなった。当初、こ
の特約は、ハータ一法の免責約款禁止規定に抵触するか
ら無効であるとの判断が下級裁判所においてなされたが、
その後のJωn号事件おにおいてその有効性が確認され、
現在では、運送契約にいわゆるNewJason Oauseを挿入
することで、 COGSAに基づき運送人の免責が認められ
る場合は、船主からの共同海損分担請求を肯定するに至
っている260
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(3)ペンシルヴェニア・ルールに基づく立証責任原則
とCOGSA
このように、米国においてNewJasonαauseは有効と
され、この約款は、現在殆どの船荷証券に挿入され、
COGSAの規定が摂取されるのであるから、運送人は、
COGSAの規定に基づいて、共同海損が航海過失等の法
定免責事由により生じたことを主張すれば、荷主に対す
る共同海損分担請求をなすことができることになる。し
かし、この場合でも、 COGSAは運送人に対して堪航能
力担保義務を負わせているので、運送人のこのような主
張に対して、荷主は船舶の不堪航を主張し、共同海損分
担の拒絶する余地は残される。∞GSAは、運送人の負
う堪航能力担保義務につき、 3条1項 (a)号において、
運送人は、発航前および発航時に、船舶に堪航能力を備
えることにつき相当の注意を尽くさなければならないと
定め、さらに、 4条1項において、「運送人および船舶は、
船舶の航海に堪えない状態から生じる滅失または損傷に
ついては責任を負わない。但し、 3条1項にしたがって、
運送人が、船舶を航海に堪える状態におき、船員を乗り
組ませ、船舶の蟻装および需品の補給を適切におこない、
並びに船倉、冷蔵室その他運送品を積み込む場所を運送
品の受け入れ、運送および保存に適する状態におくこと
につき相当の注意を怠ったことによって生じた場合はこ
の限りではない。滅失または損傷が航海に堪えない状態
から生じたときは、相当の注意を尽くしたことの証明責
任は、本条により免責を主張する運送人その他の者が負
う」と規定する270 4条1項の規定は、運送人が堪航能
力担保義務につき免責される場合に関して、滅失または
損傷が不堪航により生じた場合には「運送人が相当の注
意を尽くしたことを証明しない限り責任を負う」とする
にとどまるのであり、船舶が不堪航にあったこと、およ
て杯堪航と積荷損害の問との因果関係の立証責任はどの
当事者が負うのか、すなわち、その立証責任の配分につ
いてはその文言上明らかにされていない。したがって、
この場合の運送人と積荷利益との間の立証責任の配分が
問題となるのである。これについては、ヘーグ・ルール28
の4条1項の解釈を含め、各国においても必ずしも見解
が一致しているわけではなく29、米国においても争いが
みられる叱なお、わが国においても、立証責任の分配
につき、商法738条、国際海上物品運送法5条2項の
解釈をめぐって、諸説が展開されている310
米国では、一般に、堪航能力担保義務との関係では、
運送人の保管中に運送品の損害が生じたことが立証され
たとき、免責のための証明責任は運送人にあり、運送人
は船舶が発航にあたって堪航状態にあったこと、または、
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船舶を堪航状態にするために相当な注意を尽くしたこと
の証明責任を負うとされる32。しかし、判例の更なる検
討が必要ではあるが、現実には当事者の主張内容により
立証責任の分配に関して相違が見られるようである。す
なわち、荷送人がprimafacie caseおよび船舶の不堪航を
立証した場合には、当該不堪航と生じた損害との問の因
果関係の不存在、または、相当の注意を尽くしたことの
証明責任は運送人が負担し、これらのいずれかを運送人
が立証しない限り責任を負うとされ33、航海過失免責等
の COGSA4条2項に定められた免責事由によって積荷
損害を生じたということが示され、運送人がその損害に
ついて責任を負わない旨の主張がなされた場合には、船
舶が不堪航ではなかったこと、あるいは、当該不堪航と
生じた損害との聞の因果関係の立証責任は積荷利益に転
換するとされているようである340もっとも、∞GSAの
規定に従えば、前者の場合においても、たとえ、運送人
がその立証に失敗したとしても、相当の注意を尽くした
ことの証明に成功すれば責めを免れるのは勿論である。
なお、学説においては、一般に、ヘーグ・ルールの解釈
を基礎にして、他方当事者が、船舶が不堪航にあり、か
つ、生じた損害が当該不堪航に基因することを証明する
までは、相当の注意を尽くしたことの証明責任は運送人
には生じないと解しているが'35、条文上立証責任の分配
が明らかにされていないこと、運送人が証拠への近接性
を有することを理由に、いずれの場合においても不堪航
に関する立証責任は運送人にあるとする説も有力に主張
されている360
これらは、船舶の不堪航とそれによって生じた積荷損
害との聞に生じる問題であるが、 NewJason αauseによ
りCOGSAが摂取される共同海損事案においては、いか
なる立証責任の分配が妥当するのであろうか。この点に
つき、英国共同海損精算人協会のN.G Hudson議長は、
「船舶の不堪航を根拠に共同海損分担請求の拒絶を求め
る荷主は、船舶が堪航能力を備えていなかったというこ
と、および、当該不堪航が共同海損行為と因果関係を有
することを立証しなければならず、これらの立証を果た
せば、船舶に堪航能力を備えることにつき、相当の注意
を尽くしたことを立証する責任は運送人に転換される」
と指摘した370
米国第5巡回区連邦控訴裁判所が取り扱った事案につ
いて述べれば、航海の途中で推進装置の破損が生じその
修繕のため支出した費用につき運送人が荷主に対して共
同海損分担請求を行った事案である AtlanticRichfield事
件判決38 (以下、判例①とする)において立証責任につ
いて次のような判断を下している。運送契約にNewJason 
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Clauseを含む場合において、共同海損行為があったとき
には、船主は、 COGSAに基づいて荷主に対して責任を
負うとされない限り、船主は荷主に対して共同海損分担
請求をなすことができるという前提のもとで、「第一に、
共同海損としての損失または犠牲が生じたか、第二に、
そのような犠牲または損失が生じたとして、当該船舶は
出航時に、堪航能力を有していたか、第三に、船舶が堪
航能力を有していたとして、船主は船舶に堪航能力を備
えることにつき相当の注意を尽くしたかどうかjにつき
審理しなければならないと述べた。そして、第二の点に
ついて、第5巡回区において既に確立されている f不堪
航推定」の原則39が適用され、不堪航に関ついての立証
責任が革議される可能性を示唆しつつも、多数意見は、
この推定を適用するための適切な主張を欠いたとの理由
で、この適用を否定し40、本件においてたとえ当該推定
原則を適用したとしても、本件の事実からは本船が航海
の開始時点で既に不堪航の状態であったことを認めるこ
とはで、きなかったで、あろうとし、本船か不堪航にあった
ことの立証責任は荷主にあるとした。この判決は、後に、
Deutsche Shell Tanker v. Placid Re白血19ωmpany事件41(以
下、判例②とする)に踏襲され、立証責任の配分は一層
明確に述べられるに至っている。本件においては、一隻
のタンカーが積荷を運送中、船舶のレーダーに損傷を来
たしたため、水先人が鮎湘を停泊させることを命じたが、
水深が浅かったことおよび流れが急で、あったため、錨に
よって船舶を支えられず当該タンカーは下流に流され座
礁した。原告である船主は、共同海損の成立を主張し、
離礁に際して生じた費用の分担を荷主に求めた。
本件においては、第5巡回区連邦控訴裁判所は、運送
契約にNewJason αauseが含まれる場合の共同海損分担
請求についての立証責任の分配を次のように示した。「第
一に船舶所有者は共同海損行為の存在および行為の当時
分割した荷主が存在したことを立証し、船舶所有者がこ
の立証責任を果たした場合、荷主は、本船は航海開始時
点において不堪航であり、当該不堪航が共同海損行為の
主原因であるということを立証することにより、その分
担責任を免れることができる。最後に、荷主が、本船が
不堪航にあったことの証明を行った場合、自b明白所有者は、
航海開始時点において払明白に堪航能力を備えることにつ
き、相当の注意を尽くしたことを証明すれば、共同海損
分担請求をなし得るのである420Jその上で、船主が相当
の注意を尽くさなかったことが、事故の主原因であると
する原審の認定を肯定し、船主は共同海損に基づく支払
を受ける権利は有しないと判示した。
ペンシルヴ、エニア・ルールと COGSAの下での立証責任原則
(4)ペンシルヴェニア・ルールの適用可能性
前掲判例からは、NewJason Oauseにより COGSAが摂
取される場合の共同海損事案において、費用分担を請求
された荷主が共同海損から生じた費用の分担を拒絶する
には、自ら明白の不堪航および不堪航と共同海損との因果関
係の立証を果たさなければならないことになることが明
らかとなるが、さらに、ペンシルウ、エニア・ルールが海
上衝突事件以外の事案にも適用されてきている現状を考
慮すれば、この場合の不堪航の立証に関してペンシルヴ
ェニア・ルールが適用される余地があるかどうかという
問題も提起されよう。すなわち、荷主による鮎嚇の不堪
航の主張が提起された場合に、運送人(船主)はペンシ
ルヴェニア・ルールに基づく立証責任を果たさなければ
ならないかということである。実際、前掲判例②
(Deutsche Shell Tanker v. Placid Re白血19ωmpany事件)
においても、荷主は、本船は2機の有効なレーダーの備
え付けを命じる湾岸警備隊規則に違反しているので、ペ
ンシルヴェニア・ルールの下での立証を果たさなければ
不堪航に基づく責めを免れないことを主張したが、第5
巡回区連邦控訴裁判所はペンシルヴェニア・ルールの適
用については何ら判断をしていない。
この問題を取り扱った比較的最近の第5巡回区の事案
として、 Usinasv.sc泊diaSteam事件43(以下、判例③とい
う)がある。船船の旋回作業の聞に、原告所有の船舶が、
座礁し操舵装置を破損したことにより、荷揚げを余儀な
くされたことにつき、原告船主が当該座礁は共同海損で
あるとの申立をなし、本船の積荷所有者に対して共同海
損分担を請求したところ、これを拒否したため訴えを提
起したへ原審のルイジアナ東部連邦地方裁判所は、座
礁の原因は、本船の水先人と旋回作業を補助したタグボ
ートの船長との間の意思の疎通がうまくいかなかったこ
とがCOGSAの4条2項 (a)号に定める航海上の過失
であると認定した上で、原告は航海開始前に本船に堪航
能力を付与するために相当の注意を尽くしたと認定し、
本船の不堪航に基づくものであるという被告の主張を排
除した。これに対して、被告荷主は、本件においては、
船主にペンシルヴェニア・ルールに基づく立証責任原則
が適用されるべきであること、また、本船は航海の開始
には至っておらず、航海の開始に先立って船舶に損害を
生じさせた航海過失は、運送人が船舶に堪航能力を備え
ることにつき相当の注意を欠いたものと認定すべきであ
って、船主の共同海損分担請求権は否定されるべきこと
などを根拠に、原審の判断には誤りがあると主張し佳訴
した。
ペンシルヴェニア・ルールの適用につき、第5巡回区
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控訴裁判所は、ペンシルヴェニア・ルールは海事事件の
因果関係の立証に適用されるものではあるが、前掲判例
②によって示された立証責任原則を明示した上で、
ICOGSAが明確に立証責任原則を規定する場合には、
ペンシルヴ、エニア・ルールを適用することはできないJ
と判示した原審判決を支持することによりそれを否定し
たぺしかしながら、原審を担当したルイジアナ東部連
邦地方裁判所も、ペンシルヴェニア・ルール排除の理論
的根拠を示しているわけではなく、∞GSAの立証責任
原則とペンシルウ、エニア・ルールの抵触が問題となった
第5巡回区先例であるルイジアナ東部連邦地方裁判所の
Califomia Hawaiian Sug紅白.v.白 lumbiaS. S.ω.， Inc.事件
判決および第2巡回区連邦控訴裁判所における Director
General of India Supply Mission vs. S.S.M制事件判決を引
用してその結論を導くにとどまる。
Califomia Hawaiian Sugarω. vs.白 lumbiaS. S.ω.， Inc. 
事件“(以下、判例④という)においては、原告である
荷主が、被告である運送人との間で、積荷の運送のため
に本件船舶についての傭船契約を締結し、原告荷主は運
送人及び本船に当該運送品を引渡し、外観上良好な状態
で船積みされ当該運送品につき船荷証券が発行された470
本船は目的地へ向かう途中で座礁し、自力での浮上を試
みたが失敗したため、タグによる作業、サルベージ作業
により本船は離礁したが、原告荷主は、離礁作業過程に
おいて積荷に滅失およて胤傷を生じたと主張し、本件船
主および本船に対して積荷の滅失およて胤傷についての
賠償を求めて本件訴訟を提起した。これに対して被告船
主は積荷に対する責任を否定し、本件は共同海損であり
荷主にその分担を求めて反訴を提起したものである。
原告荷主は、本船には、湾岸警備隊規則により備え付
けが義務付けられている設備等を備えていなかったこと
により、本船は堪航能力を備えておらず、本件座礁はそ
れにより生じたものであると主張したが、被告船主は、
当該座礁は、 COGSAの4条2項 (a)号の定める船長
による航海上・船舶管理上の過失により生じたもので、あ
り、かつ、本船は不堪航ではなかったとの主張を展開し、
予備的に、原告の主張する本船の不堪航と本件座礁との
聞に如何なる因果関係も存在しないことをも主張した。
さらに、原告荷主は、立証責任に関して、当調舗に水
路図を備えなかったことおよび水路刊行物を利用できな
かったことは、湾岸警備規良1j48に違反するという理由で、
被告船主はペンシルヴェニア・ルールに基づく立証責任
を負担することを主張した。この点につき、第一審のル
イジアナ東部連邦地方裁判所は、ペンシルヴェニア・ル
ールの適用について、「他の裁判所は衝突事件以外にペン
松田忠大
シルヴェニア・ルールを適用しているようであるが、第
5巡回区は、 Gamerv. Cities Service Tankersω中事件判決
(後掲判例⑥)においてペンシルヴェニア・ルールの適
用を否定しており、未だそれを衝突事件以外に適用して
いない。また、第2巡回区連邦控訴裁判所は本件とほぼ
同様の法律問題を含む DirectorGeneral of India Supply 
Mission VS. S.S. M制事件(後掲判例⑤)において、COGSA
が立証責任原則を定める場合には、ペンシルヴェニア・
ルールは適用されないと認定したことに同意するもので
ある」と述べ、座礁より生じた積荷損害に対する賠償請
求訴訟には、 COGSAが立証責任原則を定めるのである
から、ペンシルヴェニア・ルールは適用されず、運送人
が、航海過失免責を主張した場合、船舶が不堪航で、あっ
たことの証明および当該不堪航により座礁が生じたとい
うことを立証する責任は原告荷主に転換するのであると
した。その上で、船舶は不堪航の状態にはなく座礁の原
因は船長による航海過失であるとし、原告の請求を棄却、
船主の原告に対する共同海損分担請求を容認した。なお、
本件控訴審49もこの結論を支持している。
堪航能力とは、船舶が安全に航海をなすに堪え得る状
態のこと、すなわち、需品を備え、かつ、船長および船
員を乗り組ませ、予期される航海において、適切かつ安
全に積荷が船積み、運送、引渡すことができる船舶の状
態のことであり、具体的には、水密性のある船体および
ノ¥ッチ、適切な吸水器、バルブおよびボイラ一、エンジ
ン、発電機、冷凍機が良好な状態にあること、最新の海
図および航路情報、航行に関する装置を備え、および操
船および船舶の特性について適切な訓練および指導を受
けた船員を乗組ませることなどを意味する50。これらを
備えていなければ堪航能力を備えていないことになるが、
船主に船舶の不堪航によって生じた損害の責任を肯定す
るには、堪航能力を備えていなかったことが、生じた損
害と因果関係を有しなければならないから、その因果関
係の存在が立証されなければ、船主の責任は肯定されな
い。ペンシルヴ、エニア・ルールは法令違反と生じた結果
との聞の因果関係に関する立証責任を転換する法理であ
るから、堪航能力との関係においては、船主に船舶の堪
航能力担保を目的とする法令(例えば、仁b筋tGuard 
Regulation，など)についての違反が認められ、その違反
が船舶の不堪航と結び付けられた場合には、ペンシルヴ
ェニア・ルールが当該不堪航と生じた共同海損との間の
因果関係の存否についての立証に作用する可能性を有す
ることになる。
前掲判例③の判旨からは船主の具体的な法令違反の主
張は荷主によってなされていないが、適切な見張りを欠
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いていたこと、専用の用のレーダー監視装置を備えてい
なかったこと、船主の方針 (policy)では、船長に旋回作
業について水先人と打合せすることを要求していなかっ
たことの三点により本船は堪航能力を備えておらず、そ
れが座礁を惹起したとの主張がなされている510 前掲判
例④においては、湾岸警備隊規則によって備え付けが義
務付けられた設備等を欠いたことが船舶の不堪航を生じ、
それが座礁の原因であったとの主張がなされている。前
掲判例④については、具体的な法令違反が示されている
ので、明らかにペンシルウ、ェニア・ルールの適用の余地
はある。また、前掲判例③においても、荷主の主張する
事項がCOGSAそれ自体の要求に反していると解すれば、
COGSA自体が違反のあった法令ということになり、同
じくペンシルヴェニア・ルール適用の余地を生じる可能
性を否定することはできないであろう。
しかし、これらの判決は、第5巡回区においてはペン
シルヴェニア・ルールを海上衝突事件以外の領域へは適
用していないこと、他巡回区においては、∞GSAに基
づいて立証責任原則が定められる場合には、ペンシルヴ
ェニア・ルールは適用されていないこと示すにとどまり、
その理論的根拠を全く明らかにしてはいなし)520 したが
って、 COGSAがペンシルウ、エニア・ルールを排除する
理論的根拠を明らかにするためには、第5巡回区連邦控
訴裁判所がその判断の拠り所とした第2巡回区連邦陸訴
裁判所の事案を分析することを要するであろう。
(5)ペンシルヴ、エニア・ルール排除の理論
Director General of India Supply Mission VS. S.S.Maru事件
判決53(以下判例⑤という)の概要は次のとおりである。
原告荷主およ的皮告船主は、積荷を運送するために傭船
契約を締結した。本船は、出航後しばらくして座礁し、
本船船長は自力での脱出を試みたが成功しなかったため、
サルベージ業者との問でサルベージ契約を締結し 1週間
のサルベーヤーによる作業の後、ようやく本船は離礁し、
目的地で運送品を引渡した。
原告荷主は、積荷損害、サルベージおよてメ共同海損費
用を生じた座礁は、過積載および座礁した地域の古い海
図を用いていたことについて船舶の不堪航から生じたも
のであるということを根拠に、積荷の引渡時における不
足および汚損についての損害賠償、および、第三当事者
である海難救助者に対する分担額の返還を求めて訴えを
提起した。これに対して、被告船主は、本件座礁は
COGSAの4条2項 (a)号により免責される船長によ
る航海過失より生じたものであることを主張した。
原告は、立証責任に関して、船主はペンシルヴェニア・
ペンシルヴ、エニア・ルールとCOGSAの下での立証責任原則
ルールに基づくべきことを主張したが、原審のニューヨ
ーク南部連邦地方裁判所は、本件においては、被告に当
該過積載が本件座礁の原因ではなかったということを立
証する責任があると判示し、ペンシルヴェニア・ルール
の下での立証責任を果たすべきことを判示した。しかし
ながら、第2巡回区連邦控訴裁判所は、 COGSAの下で
は、不堪航の立証または船舶に堪航能力を備えることに
つき相当の注意を尽くしたことの立証について、船舶管
理上の過失の抗弁は条件付54のものではないから、運送
人が船舶管理上の過失の抗弁を主張した場合には、荷送
人に当該船舶は不堪航であり当該損害はその不堪航によ
って生じたもので、あるということを示す責任があるので
あるとする FirestoneSYN. Fibersω. vs. Black Heron事件
55を引用し、不堪航および当該損害はそのような不堪航
に関する立証責任は荷送人にあるとした上で、ペンシル
ヴェニア・ルールの解釈につき次のように述べ、原審が
ペンシルヴェニア・ルールを適用したことには同意し得
ないとして、その適用を否定した。ペンシルヴェニア・
ルールは、もはや、自ら湘の衝突を含む事件に限定して適
用されてはいないが缶、ペンシルヴ、エニア・ルールは、
学者によって「過激で異常な推定」と性格付けられてお
り57、現実に生じた災害を回避すると意図された法令違
反に限定して適用されていると評し、過積載に基因して
生じた座礁の事案においてペンシルヴェニア・ルールを
適用した先例の不存在を示した上で、本件において違反
があったLoadLine Act (満載喫水線法)の趣旨は鮎湘の
座礁の回避ではなく、船員の生命を救うことであると解
した上で、法令の目的およびそれが避けようとする危険
と無関係に、すべての法令違反がペンシルヴェニア・ル
ールを適用することを要求するという理論を受け入れる
ことは、 COGSAの下で確立された立証責任原則の効力
を弱めることになると述べた。
本件判決においても、先例を引用し、 COGSAに基づ
く立証責任原則が適用される場合には、ペンシルヴェニ
ア・ルールを適用する余地はなとされ、判決理由からは
その理論的根拠は必ずしも明らかではないが、ペンシル
ヴェニア・ルールの解釈について、法令違反により鮎湘
の不堪航が認められれば、直ちにペンシルヴェニア・ル
ールに基づく立証責任が生じるのではなく、違反により
当該法令が回避を意図する結果が生じることがペンシル
ヴェニア・ルールの適用される要件であること、すなわ
ち、前掲判例⑤においては、LoadLine Actの目的は「船
員の生命保護」であり、共同海損の原因となった払湘の
座礁ではないから、ペンシルウ、エニア・ルールを適用す
ることはできないとの根拠を明らかにしている。
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なお、事件を担当したMulligan判事は、傍論において、
ペンシルヴェニア・ルールを「異常な原則であり、もは
や支持されえない」と評した上で、 ICOGSAに基づく立
証責任原則は十分確立されたものであり、それが適用さ
れる場合には、ペンシルヴェニア・ルールが適用される
根拠はないのである」と述べ、さらに、「海上の安全に関
わる法令は損害の発生とかかわりなく効力を有し、それ
が規定する如何なる制裁も違反があれば実行されるので
ある。しかしながら、粗雑な立証責任原則を負わせるた
めにその違反を利用することは、論理的ではなく不公平
なものである。附合契約において予想される不公平さを
生み出す船主の不公平な交渉力は∞GSAによって十分
に救済されるから、応報を定めるペンシルヴェニア・ル
ールの一時的な法的悪意はもはや必要ではないのであ
る」との見解を示している580
M叫lig組判事が意図することは次のようなことではな
かろうか。運送人が∞GSAの下で免責を受ける場合に
おいての立証責任原則は十分に確立されたものであり、
これに、もはや、支持するに値しないペンシルヴェニア・
ルールを適用することで、必要以上に運送人に立証責任
の負担を強いることになり、かえって積荷利益との関係
で不平等を引き起こすということであろう。したがって、
「法令の目的およびそれが避けようとする危険と無関係
に、すべての法令違反がペンシルウ、ェニア・ルールを適
用することを要求するという理論を受け入れることが
COGSAの効力を弱めること」になるという理論の根底
には、明らかにペンシルヴェニア・ルールに対する敵意
が窺え、その適用は、違反のあった法令の回避しようと
する結果が生じた場合に制限すべきであるとの考えが示
されているということができよう。
4.ペンシルヴェニア・ルールの船舶衝突事案以外への
適用とその適用要件からの考察
( 1 )第5巡回区連邦怪訴裁判所における事案
このように、少なくとも、第5巡回区連邦陸訴裁判所
および第2巡回区連邦控訴裁判所は、∞GSAの立証責
任原則がペンシルヴェニア・ルールを排除するとの見解
を明らかにしているのであるが、他方では、ペンシルヴ
エニア・ルールは月七湖の衝突を含まない事案にも拡張さ
れて適用されている現状がある。 COGSAがペンシルヴ
エニア・ルールを排除すべきであるか否かを検討する前
に、ペンシルヴェニア・ルールがその適用領域を拡張し
て適用された第5巡回区における若干の事案を概観し、
ペンシルヴ、ェニア・ルールのいわば拡張的適用の理論を
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明らかにしようと思う。
第5巡回区において、船舶の衝突を含まない事案以外
へのペンシルヴェニア・ルールの適用が問題とされた最
初の事案にGamerv. Cities Service Tankersω中事件59(以
下、判例⑥)という)がある。本件は、船舶内の湯沸器
の爆発により、造船所の作業員1名が死亡、 2名が負傷
した事件であり、被害者およびその遺族が当調台舶の船
主に対し損害賠償を求めて訴えを提起したが、船主と被
害者およと鴻族との和解の成立後、船主が造船所に対し
て求償した事案である。第一審のアラバマ南部連邦地方
裁判所は、船主は、造船所の指揮命令は当該事故の直接
の原因となった Warrantyof Workmanlike Performance 
(WWLP)の不履行に基づくものであるということ、ま
た、本船には、造船所に対する求償を阻むに十分な有責
性はないということを証明しなかったという根拠に基づ
き、船主の造船所に対する求償を容認しなかったので、
船主が控訴した。控訴審において、船主は、本件にはペ
ンシルヴェニア・ルールが適用されるべきであり、過剰
な圧力のかかった蒸気が本船に供給されたことが事故の
原因ωとはなりえなかったということを証明する責任が
造船所側に転換することを主張したが、第5巡回区連邦
控訴裁判所は、ペンシルヴェニア・ルールが生成された
海事不法行為の領域から離れて、 Warrantyof Workmanlike 
Performance (WW日)の不履行ついて契約上の補償を認
めるか否かの決定に対してペンシルヴェニア・ルールを
適用すべきではないと判示し本件上訴を棄却した。その
根拠は次のとおりである。第一に、他巡回区において船
船の衝突を含まない海事事件にペンシルヴェニア・ルー
ルが適用された例が提示されたにも拘わらず、第5巡回
区においては、時b明白の衝突を含まない事案にペンシルヴ
ェニア・ルールを適用した例は存在しないことを挙げ、
第二に、ペンシルウ、エニア・ルールは、不法行為の領域
に適用され、かつ、損害が配分可能な訴えに適用されて
きたものであるから、本件のように一般に損害賠償金の
分割または按分が認められていない W泊四ntyof 
Workmanlike Performanα(WWLP)の不履行に関して全
額の補償を求める契約上の訴えにはペンシルヴェニア・
ルールを適用することはできないということを挙げた61。
ところが、その後しばらくして、再度、船舶の衝突を
含まない事案以外へのペンシルヴェニア・ルールの適用
が問題とされ、第5巡回区は、ペンシルヴェニア・ルー
ルの適用に関する要件をより明らかにすることになる。
Reyes vs. Vantage Steamshipω事件62 (以下、判例⑦とす
る)がそれである。本件においては、船員が飲酒した上
で、船舶から海面に飛び込み溺死した事案にペンシルヴ
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ェニア・ルールが適用されるか否かが争点とされた。原
審ωは、湾岸警備隊規則に従って索発射機を備えていな
かったことに法律上当然の過失 (negligenαperse)を認
定し、因果関係の立証に関しては、立証責任の転換を図
ることなく、主原因 (proxirnatecause)についての厳格な
立証ではなく、単に寄与過失(∞n出bu也19cause)の立証
で足りるとして原告の立証責任を緩和した。他方、第5
巡回区連邦控訴裁判所は、船員が落水した場合、直ちに
船舶に救助義務が生じ、湾岸警備隊規則により要求され
ている索発射機を備えていなかったことが、船主の救助
義務と結びついて法律問題として船主の過失 (negligent)
を構成するとし、当該過失の因果関係の立証について、
索発射機が備えられるべき位置に備えられていたと仮定
して、第一に、海面に飛び込んだ船員が危険に陥る前に、
他の船員が索発射機に向かい、それを持ち、適切に発射
する時間的余裕があったかどうか、次に、索発射機を救
助に用いることが適切であったかど、うか、最後に、索発
射機によって船員を救助することができたかどうかを決
しなければならないと述べた上で、「このような状況にお
ける因果関係に関する要素は、多くの暖昧かつ仮定的事
実によることになる。すなわち、本件において因果関係
に関する要素を決するのは、実際には、本船が要求され
た装置を備えていなかったこと、および、実際に本船は
救助の努力をしなかったということによって困難を極め
ることになる。これらの不作為は唯一船舶側の過誤であ
るが、本巡回区は、そのような困難な因果関係の立証責
任を死亡した船員の未亡人に負わせることを否定し、被
告上訴人(船主)はその推定を覆す責任を負うべきであ
る」と判示し“、「船主の救助に関する不作為およて舟宏令
違反が Reyes(溺死した者)の死亡に寄与する原因では
なかったということを示さなければならないことを意味
する」と結論付け、本件におけるペンシルヴェニア・ル
ールの適用を肯定した。このような結論に至った理由と
して、海難救助法理においては、既に船員の代理人の利
益にそった因果関係の推定が確立されていること“を挙
げるとともに、第2巡回区がInre Seaboard Shippingω. 
事件“において船舶の衝突を含まない事案にペンシルヴ
ェニア・ルールが適用されるのを示すのに用いた第2巡
回区の先例および他巡回区の事案を引用して町、ペンシ
ルヴェニア・ルールは衝突事案のみに適用される原則で
はないとし、さらに、「湾岸警備隊規則に関係なく、船主
は船外に投げ出された船員を救うべき高度の注意義務を
負わされているという海難救助の場合においては、過失
及び因果関係について反駁すべき推定を被告に負わせる
べきであるということができよう。すなわち、事実審判
ペンシルヴェニア・ルールと COGSAの下での立証責任原則
事が、ペンシルヴェニア基準を援用し立証責任を被告に
負わせるということは不適切なことではない。死者の代
理人に被告に過失があったにもかかわらず、とにかく溺
れる者を救う時間がなかったという被告の主張を扱わせ
るのは不公平のように思われる。原告に因果関係を証明
することを要求することの問題は、落水した船員が救助
作業を準備するのに十分な時間立ち泳ぎができる場合で
すら、船主に救助作業を開始するのに十分な時間がなか
ったという主張を許すことになるからである。前述した
ように、そのような状況は被告に単にその過失は溺死の
原因の一つで、はなかったであろう、あるいは、原因では
なかったということではなく、決してそのことは寄与的
原因となりえなかったということの立証責任を負わせる
ことにより、一層公平に扱われるのである」という
Benedictの見解剖をも根拠として挙げた。
さらに、その後、CandiesTowingω.v.MNB&C 
Eserman事件判決.69 (以下、判例⑧という)は、前掲判例
⑥との分岐点を明らカヰこすることで、第5巡回区におけ
る船舶の衝突を含まない事件以外へのペンシルヴェニ
ア・ルールの拡張的適用は確定的となり、前掲判例⑥で
示されたように、第5巡回区におけるペンシルヴェニ
ア・ルールが船舶の衝突事案以外に適用された例の不存
在という、ペンシルウ、エニア・ルールの適用を否定して
きた根拠を失うことになる。本件は、結果として、タグ
ボート(以下、本件タグという)に曳航されていた原告
の所有する本船が、悪天候において曳航される途中に沈
没し、本船と本船に積荷の損失を生じたため、原告であ
る本船船主が、本件タグの船主に対して損害の賠償を求
めて出訴したものである。
原審のルイジアナ東部連邦地方裁判所は、本件タグは、
それに課された義務に違反しておらず、船長は悪天候に
も拘わらず目的地に向け適切に航海したことを認定し、
ペンシルヴェニア・ルールの適用に関し、前掲判例⑥を
引用して、本件には衝突が生じていないとの根拠に基づ
き、ペンシルヴェニア・ルールは適用されないと判示し、
原告は、船員資格および見張りに関する如何なる明白な
法令違反のいず、れかが当該運送船の沈、没と関係があった
ということを証明しなかったとして原告の主張を退けた。
しかしながら、本件控訴審を担当した第5巡回区連邦
陸訴裁判所は、ペンシルウ、ェニア・ルールの適用可能性
について再度検討を行い、「地方裁判所は単に、ペンシル
ヴェニア・ルールは船舶衝突事件にのみ適用されると決
定したことにおいて法律問題として誤っている。地裁判
事が根拠を置く Garner双 CitiesService Tankers白中事件
(前掲判例⑥)は、そのような理論を確立しないし、支
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持も与えないJと判示し70、ペンシルヴェニア・ルール
が海上衝突事件のみに適用される立証責任原則ではない
ことを明言した。その判断に至った理論構成は次のよう
である。「第5巡回区においては、ペンシルヴェニア・ル
ールを海上衝突事件以外に適用した先例を発見すること
はできないが、このことはペンシルヴェニア・ルールが
海上衝突事件以外へ適用されるという可能性否定するも
のではない。すなわち、我々は、かつて、ペンシルヴェ
ニア・ルールは船舶衝突事件にのみ適用されると述べて
はいない。むしろ、 Garnerv. Cities Service Tankersω甲事
件(前掲判例⑥)においては、ただ単に、ペンシルヴエ
ニア・ルールが生成された不法行為の領域から契約から
生じる補償またはWWlP(Warranty of Workmanlike 
Performan，α)の不履行に拡張することを否定したのであ
る。すなわち、ペンシルウ、エニア・ルールはその本来の
領域から離れた契約から生じる補償を求める訴訟におい
ては適用されることはないが、 Garner事件判決(前掲判
例⑥)は、本件のような他の不法行為訴訟においてペン
シルヴェニア・ルールが適用されないと述べているわけ
ではない」と解されるのである71。さらに、ペンシルヴ
ェニア・ルールがReliableTransfer事件判決に影響される
ことなく現存することを示すとともに、前掲判例⑦
(Reyes vs. Vantage Steamship Co.事件)において、船舶の
衝突を含まない事件にペンシルウ、エニア・ルールが適用
されたこと、また、第2巡回区連邦控訴裁判所における
In re Seaboard Shipping事件判決ηが、海事事件においては、
ペンシルヴェニア・ルールは船舶衝突事件以外にも適用
されると宣言したことを引用することで、海上衝突事件
以外の領域へも適用される論拠とし、ペンシルヴェニ
ア・ルールの適用を否定したことにつき原審に誤りがあ
ると指摘した。
(2)判例理論の検討
第一に、前掲判伊⑪および前掲判例⑧においては、ペ
ンシルヴェニア・ルールが衝突事案以外に適用されると
する第5巡回区連邦最高裁判所の判断には、第2巡回区
連邦控訴裁判所が担当したInre Seaboard Shipping事件η
が大きな示唆を与えていることが理解できる。本件は、
悪天候の中タグボートに曳航されていた鮮から船員が落
水し死亡した事案であるが、第2巡回区連邦陸訴裁判所
は、無線機が故障していたこと、救命ボートが使用に堪
えられず、ゴムボートも適切に設置されていなかったこ
とから、当該鮮は不堪航にったと認定し、鮮船主の免責
を否定した。これに対して、鮮船主は鮮の暇疲または船
主の過誤がおそらく船員の死を惹起したであろうという
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証拠がないので、不堪航と船員の死との問の因果関係の
立証が果たされていないと主張したが、第2巡回区連邦
控訴裁判所は、「救命ボートおよび過積載の点につき法令
違反があり、鮮船主は免責を受け得ないのである」と述
べるに際し、鮮船主がペンシルヴェニア・ルールは衝突
事案以外には適用されないと主張したにも拘わらず、法
令に違反して運送していた灯油ランフによってタグの船
内で火災が生じた事例74および船船の座礁により積荷損
害が生じた事案75、LoadLine Act (、満載喫水法)違反が生
じた場合においてペンシルヴェニア・ルールを適用した
事案76を挙げ、ペンシルヴェニア・ルールは本件のよう
な事案にも適用されると判示した。
これら引用された事案のうち、船舶の座礁事案である
百leDenali事件切において第9巡回区連邦控訴裁判所が
ir:去令に従わなかったということは、実際、違反者を罰
するということである。しかしながら、その罰則は、違
反者が生じた災難について、法令違反との関係に関わり
なく、責任を負うということではなく、違反者はその法
令違反が単におそらく事故の原因ではなかったというこ
とではなく、決してなり得なかったということを立証す
る責任を負うということである78Jと述べ、見張りにつ
いて法令違反を犯した船舶が座礁した事件において、船
主にペンシルヴェニア・ルールを適用したことを考慮す
れば、ペンシルヴェニア・ルールが今なお多くの巡回区
において、船舶の衝突を離れて適用されつづけている理
由が理解できる。すなわち、多くの裁判所が明らかにし
ているように、また、後に述べるが、ペンシルヴェニア・
ルールの存続を支持する学説が論拠としてあげるように、
ペンシルヴェニア・ルールの目的は、船舶の衝突の回避
にあるのではなく、立証責任において航海の安全に関す
る法令違反者に対する制裁を加え、法令を遵守させるこ
とにあるということができる。すなわち、ペンシルヴェ
ニア・ルールは本来船舶の衝突事案における立証責任原
則として生み出されたが、現在では、その存続からも理
解できるように、その主要な目的は法令違反者に対する
制裁にあると言えるのではなかろうか。そのように考え
れば、前掲判例⑥が、ペンシルヴェニア・ルールの適用
を否定した第一の根拠として「かつて船舶問の衝突事案
以外に第5巡回区がペンシルヴェニア・ルールを適用し
ていないこと」を挙げ、その適用を否定していることは、
もはや説得力に乏しいものといわざるを得ない。
しかしながら、ペンシルヴェニア・ルールがこのよう
な制裁としての意義を有するからとは言え、法令違反が
あれば直ちにペンシルヴェニア・ルールが適用されると
うことではないことには注意しなければならない。これ
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に関して、前掲判例③が、前掲判例⑥との比較において
ペンシルヴェニア・ルールは、「不法行為の領域に適用さ
れ、かつ、損害の分配が可能である請求Jに適用される
ことを明らかにすることで、ペンシルヴェニア・ルール
の適用についての分岐点を明らかにしたことは有意義で
ある。したがって、前掲判例⑧を考慮すれば、ペンシル
ヴェニア・ルールの適用を決するのは、事案の形態(座
礁か、衝突か)ではなく、原告の請求を支える法的根拠
が何であるかに求められることになる。すなわち、契約
上生じる責任を根拠に損害の賠償を請求する訴訟にはペ
ンシルヴェニア・ルールは適用されないのであり、その
起源である不法行為に基因して損害が生じた場合に限っ
て立証責任の転換として作用するのであるといえよう。
(3)ペンシルヴェニア・ルールを巡る学説
Reliable Transfer事件における連邦最高裁判所判決は損
害平分原則を廃止したにとどまり、ペンシルヴェニア-
jレールの廃止を宣言しなかったがために、前掲判例を見
る限り、多くの巡回区がその解釈および適用について混
迷を深めているようである。すなわち、一方では、ペン
シルヴェニア・ルールを海上衝突事案以外へも適用しつ
つ、他方では、 COGSAの下ではその適用を否定するな
ど、一面においては、ペンシルヴェニア・ルールの限界
を探っているかのようにも思える。そもそも、ペンシル
ヴェニア・ルールは比較過失原則の下で必要な原則であ
るのか。ここで、ペンシルウ、エニア・ルールの存在価値
をめぐる学説を整理してみようと思う。
ペンシルヴ、エニア・ルールの必要性を説き、その存続
を唱える立場は、ペンシルウ、エニア・ルールその本来の
目的である「航行規則を徹底して遵守させること」を前
面に押し出し、航行規則違反は衝突を決して惹起しなか
った、あるいは、衝突に寄与しなかったということを立
証する責任を被告に負担させ、原告の責任を被告船舶は
航行規則に違反したということのみを立証することによ
り、航海の安全を促進するということを根拠とする790
しかしながら、現在、その存続を唱える学説は稀であ
り、その廃止を唱えるものが、主流となっている。例え
ば、 DavidR. Owenは、損害平分原則の下で、各下級裁判
所がペンシルヴェニア・ルールの異なった独自の解釈に
基づ、きペンシルヴ、エニア・ルールの下での立証責任の緩
和を行ってきたため(例えば、 reasonablepossibilityの制
限など)、ペンシルヴェニア・ルールは、現在では、多様
な解釈を有することになり、取扱いにくいものとなって
いると指摘した上で、実際、英国は、過失に関する推定
原則を廃止して不都合を生じていないように、事案ごと
ペンシルヴェニア・ルールと COGSAの下での立証責任原則
の事実に基づく過失の掛酌は裁判所の裁量に委ねられる
はずであるから(例えば、事実上の推定の利用)、ペンシ
ルヴェニア・ルールは、国内および国際法の統ーをも考
慮すれば、廃止されるべきであると説く曲。
この主張に加えて、Tetleyは、詳細な判例研究の結果、
そもそも、ペンシルヴェニア・ルールは、その生成に基
礎をおいた1862年英国商船法29条の誤った解釈に基づ、
いて確立されたものである、すなわち、ペンシルヴェニ
ア号事件における合衆国最高裁判所は、合衆国の制定法
は英国のものと同様であると憶測したが、実際には、両
国の制定法は、明白に異なり、合衆国法が全く同様の規
定を置かない一方で、英国法は、因果関係が証明された
後に適用される過失の推定のみを規定していたと指摘し、
ペンシルヴェニア・ルールはその成立において問題があ
ったと説いている81。さらに、「ペンシルヴ、エニア・ルー
ルは、比較過失原則とは相容れないものであり、今では
全く不要のものである。ペンシルヴェニア・ルールの理
論的根拠は、衝突法規を遵守させることにあるが、ペン
シルヴェニア・ルールは、不当に、法令違反者に立証責
任を負担させるものである。ペンシルヴェニア・ルール
は、必ずしも比較過失原則と両立し得ないものではなく、
ペンシルヴ、エニア・ルールが、過失割合の判断について
裁判所の能力および柔軟性を不当に制限しているもので
ないにしても、不要なものであると思えるであろう位。J
と述べ、ペンシルヴェニア・ルールは議会によって廃止
されるか、あるいは、合衆国連邦最高裁判所によってペ
ンシルヴェニア・ルールの廃止が宣言されるべきである
と結論付けている830
(4)適用要件から導かれる理論構成
このように、ペンシルヴェニア・ルールに対する一制面
は、現在では、比較過失原則との関係およびその解釈の
点において廃止論に傾く傾向にあるといえよう。しかし、
仮にそれは必要でない(廃止されるべきである)として
も、現実には多くの裁判所によってペンシルヴェニア・
ルールは海上衝突事件以外の事案にも適用されているの
であるから、それに対する敵意のみで、∞GSAとペン
シルヴェニア・ルールの抵触問題を解決することには無
理があるのではないだ、ろうか。そこで、先にとりあげた
判例に現われたペンシルヴェニア・ルールの適用要件を
整理し、その適用の理論的限界を探ってみようと考える。
主に第5巡回区において現われたものを中心に、ペン
シルヴェニア・ルールの適用要件を整理してみると、次
の二点に集約されるのではなかろうか。第一に、当事者
に法令違反があること(なお、一方当事者、双方の当事
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者も含むことも明らかになっている内が挙げられる。
これは、前掲Denali事件が明らかにするように、ペンシ
ルヴェニア・ルールの主要な目的が法令違反に対する制
裁であることから当然に導き出されるのであるが、前掲
判例⑤が示しているように、これには、すべての法令違
反が含まれるのではなく、当該法令の目的・制定趣旨を
考慮しなければならないとの制限か存在することが理解
される。すなわち、違反のあった法令が防止しようとす
る結果の発生が必要ということになる。第二に、ペンシ
ルヴ、エニア・ルールが適用される事案は、船舶の衝突、
座礁、海上(海底)構造物等への衝突事案に限られるの
ではなく、前掲判例⑧から、法令違反があった事実に加
え、不法行為に基因して損害が生じ、生じた損害が分配
可能であることが導き出される。
少なくとも第5巡回区および第2巡回区は、明確に
COGSAの立証責任原則がペンシルヴェニア・ルールを
排除するとの立場に立つのであるが、これに対して、次
のような論拠に基づいて、 COGSAとペンシルヴェニ
ア・ルールの問に明白な抵触はなく、ペンシルヴェニア・
ルールは排除されないとの見解も主張されている85。第
一に、 AtlanticRichfield事件(前掲判例①)において適用
が問題とされた「不堪航推定Jの原則とペンシルヴェニ
ア・ルールは性質上、一定要件の下で立証責任を転換す
る法理であるから両者に差異が見られないのであるが、
一方では、不堪航に関する推定原則を承認しつつ、他方
では、ペンシルヴェニア・ルールを排除することには矛
盾がある。第二に、∞GSAは、基本的には積荷損害の
場合に特化されているのであるから、共同海損について
の立証責任原則は∞GSAによって規定されるのではな
く、いわば例外的にCOGSAが、特定の原因が責任免除
を決定するという範囲においてのみ共同海損の分析に摂
取されてきたという事情を考慮すると、論理的には、共
同海損の事案からペンシルヴェニア・ルールの適用を排
除しない。第三に、ペンシルヴ、エニア・ルールは単に安
全に関する法令違反に特定の損害の推定的原因を与える
ものに過ぎないのであるから、∞GSAの性質にいかな
る影響をも及ぼさないのであるから、ペンシルヴ、エニ
ア・ル~)レの適用によって∞GSA の原則が損なわれる
ということは明白ではない。最後に、∞GSAの適用さ
れる事案およびNewJason cla眠を含む共同海損事件の
双方とも当事者間での損害の分配を定めるものであり、
共同海損の基本的な原理は船主と積荷利益との間での損
害の分配であるから、ペンシルウ、エニア・ルールが損害
の分配が可能な領域に適用されてきたという先例に合致
する。
松田忠大
確かに、運送人がCOGSAの下での免責を受けるため
に、 NewJason Oauseによって、 COGSAの規定は共同海
損事案に部分的に摂取されるのであり、加えて、ペンシ
ルヴェニア・ルールは単なる因果関係に関する推定原則
に過ぎないのであるから、ペンシルヴェニア・ルールの
適用が、例えば前掲判例⑤が述べているように ICOGSA
の効力を弱める」ことにはならないともいえそうである。
また、既に示したように、ペンシルウ、エニア・ルールは、
損害の分配可能な事案に限って適用されてきたことは明
らかであるから、この見解は一見、十分に首肯できるも
のではあるが、前掲判例が示しているペンシルヴェニ
ア・ルールの適用要件の観点からは、やや分析に欠ける
点があるのではないかと思われる。
第一に、「不堪航推定」との関係については、「不堪航
推定の原則」とペンシルヴェニア・ルールは立証責任の
転換原則である点において差異はないが、ペンシルヴェ
ニア・ルールが不法行為に基因して損害が生じた領域に
適用されるのに対して、「不堪航推定の原則」は、何ら事
故も、天候によるストレスもなく、または、その原因に
つき十分な説明がなされず、発航直後に機械装置または
設備が故障した場合に、単に船舶の発航時の不堪航を推
定し、船主に船舶が堪航能力を有していたことの立証責
任を転換する法理にすぎないと解されるから矢両者は
その本質を異にするものであるといえるのではないだろ
うか。
先に示したペンシルウ、エニア・ルールの適用要件に照
らすと、まず、ペンシルヴェニア・ルールの適用にあた
っては、法令違反があり、かつ、その法令の趣旨・ない
し目的を考慮した上で、違反によりその法令が回避しよ
うとした結果が生じることが必要になる。運送人の負う
堪航能力担保義務の趣旨ないし目的は、その機能を考慮
すれば、海上交通の安全に奉仕することであることは否
定できなし)870 さらに、運送人は、このような危険を防
止するために船舶の堪航性を担保しなければならないの
であるから、鮎明白の堪航性を担保する目的を有する法令
にも従うべきであり、堪航能力担保義務の具体的内容に
は、そのような法令を遵守することも包摂されるとの理
解も可能である。そのように解すれば、 COGSAの3条
1項に直接違反した場合はもとより、船舶の堪航性担保
を目的とするその他の法令に違反したために、船舶に危
険が生じた場合も、ペンシルヴェニア・ルール適用の可
能性が生じることになる。
しかし、ペンシルウ、エニア・ルールの適用には、船舶
の不法行為に基因して分配可能な損害が生じることが必
要になるのであるから、結局、堪航能力担保義務違反に
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関する立証責任につき、ペンシルヴェニア・ルールが適
用されるか否かを検討するには、堪航能力担保義務は何
を根拠に生じる義務であるのか、すなわち、その法的起
源を検討しなければならないことになろう。これに関し
て、 Gilmoreand Blackは、堪航能力担保義務は、まさに、
海上保険契約におけるのと同様に、船舶の堪航能力を保
証するということであり、海事法の一般原則においては、
運送人は荷送人に対して船舶が堪航能力を備えているこ
とを荷送人に対して保証するのであると述ベベ
Schoenbaumは、コモン・ローでは、発航の当時運送人に
よって堪航能力を備えた船舶を供給することは、すべて
の海上運送契約に当然に含まれている(黙示の契約)の
であると解する89。また、 Sαuttonは、コモン・ローにお
いては、明確な規定がなくとも、船主は、海上運送契約
を締結することによって、時七明白に堪航能力をそなえるこ
とを引き受けるのであると述べている"。わが国では、
堪航能力担保義務の沿革ないし存在理由を公益上の理由
に求める説91とその存在根拠を海上運送契約に求め、堪
航能力担保義務を運送契約当事者の私益に関する義務で
あると説くものがあり虫、後者の立場からは、堪航能力
の起源は運送契約に求められると有力に主張されている。
これらの見解については別途考察を要する問題ではあ
るが、本稿に関連する限りにおいて考えると、ペンシル
ヴ、エニア・ルールが適用されるには、不法行為に基因し
て損害が生じなければならないのであるから、英米の学
者が堪航能力担保義務を黙示による運送契約上の義務で
あると推論していること前提に、 COGSAに定める堪航
能力義務も運送契約上の義務であると構成すれば、堪航
能力担保義務とそれに基因して生じた共同海損との聞の
因果関係の立証に関しては、ペンシルヴェニア・ルール
は適用されないということになるのではないか。
さらに、契約上生じる堪航能力担保義務の具体的内容
には、自白骨自の堪航性担保を目的とする法令を遵守するこ
とも契約上の義務として包摂されるとの理解も可能でか
ら、堪航能力担保義務違反との関係に限つては、そのよ
うな法令違反も契約上の義務違反ということになり、そ
れにより払淵の不堪航を生じ、その結果、共同海損を生
じたとしても、ペンシルヴェニア・ルールの適用は否定
されるものと解されよう。このように解すれば、たとえ、
法令違反により違反のあった法令が回避しようとする結
果が生じ、それが共同海損の原因となった場合でも、
COGSAの定める堪航能力担保義務違反をめぐる立証に
関しては、ペンシルヴェニア・ルールは、その適用の前
提を欠くものといわざるを得ない。
ペンシルヴ、エニア・ルールと COGSAの下での立証責任原則
5.結語
共同海損事案において、運送人が堪航能力担保義務違
反の責任を免れ、荷主に対して共同海損分担請求を肯定
される場合の立証責任の配分につき、米国の判例を概観
してきたが、この場合の立証責任原則は判例上確立され
ていることは明白となったが、この場合にペンシルヴエ
ニア・ルールが排除される理論的根拠については、米国
の裁判所は明確にしておらず、ただ、 COGSAに基づく
立証責任原則が孫泣されていることを繰返し、さらにペ
ンシルヴェニア・ルールに対する敵意のみが強調されて
きただけで、あった。しかし、堪航能力担保義務の起源を
どのように構成するかによって議論の余地はあるものの、
それが運送契約から生じる義務であると構成すれば、少
なくとも∞GSAの定める堪航能力担保義務に関する立
証にあたっては、それに包摂される鮎湘の堪航性担保に
関する法令違反も含めて、ペンシルヴェニア・ルールは
適用されないということが理解できるとの結論が導かれ
よう。しかし、一方では、船主と荷主との関係において
は、船主が証拠への近接性を有するため、衡平の見地か
ら、常に船舶の不堪航に関する立証責任は、因果関係の
存否も含めて船主が負担すべきであるとの有力な主張も
存在する93。ペンシルヴェニア・ルールの適用により立
証責任を転換することは困難であるが、わが国の国際海
上物品運送法をも含めて、ヘーグ・ルール、∞GSAの
解釈上、このような立証責任の転換が可能であるか否か、
可能であれば如何なる理論に基づくべきかについてはさ
らに検討を要する問題であろう。
いずれにせよ、本稿で取り扱ったような立証責任の転
換に関して疑問を生じることとなった根源は、損害平分
原則を廃し、比較過失原則を採用した米国において、未
だに、その当時の名残であるペンシルヴ、エニア・ルール
が適用されてきている事実にあるように思われる。米国
の多くの学者が主張するように、比較過失原則の下では、
もはやペンシルヴェニア・ルールは必要な原則とは言え
ないと考えるべきであって"、海法の米圏内における統
一、ひいては国際的統ーのために、米国が、一日も早く
ペンシルヴ、エニア・ルールの廃止を宣言することが期待
される。
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